
1. 講義：討議：平和構築概論、地域社会再建を通じた平和構築
2. 講義・討議：日本の地方自治制度
3. 講義・討議：地域社会再建における地方行政の役割、行政と住民の協働、行政-住民、住民-
住民、自治体-上位官庁の信頼関係構築　等
4. (1) 講義・討議：JICAの紛争影響国における地方行政能力強化の取組み（ウガンダ、コート
ジボワール 等）、日本の戦災・震災後の被災地における地域社会再建・社会統合経験、復興計
画の策定・実施経験（広島・東北等）
　 (2) 視察：政府機関、地方自治体　（広島、東北等）
5. (1) 討議：地域社会再建にかかる各参加国の特徴と課題
　 (2) 改善案の作成指導、発表、討議
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【案件目標】
紛争影響国において地域再建プロセスを担う地方行政官及び中央政府職員の政策・計画の立案
・実施能力が向上する。

【成果】
1. 紛争影響国において地域社会再建が平和構築に果たす役割について理解する。
2. 近代日本の地方自治制度の歴史・現状制度・課題について学び、地方行政のあり方を理解す
る。
3. 参加各国における地域開発や地域社会再建にかかる地方行政機関の役割をレビューし、自国
の特徴と課題を明らかにする。
4. 研修員間で平和構築の観点から地域開発と地域社会再建にかかる特徴と課題に関する議論が
行われ、それらに対する改善案が作成される。

目標／成果

内　容

【対象組織】
・地方行政機関
・地方政府を監督する中央政府機関

【対象人材】
・地方行政府の高官レベルの職員
・中央政府で地方行政機関を担当している
部局の課長レベルの職員、計画を担当して
いる部局で主要な役割を担っている職員

対象組織／人材

紛争影響国における地域社会再建にかかる地方行政能力強化
Capacity Development of Local Government for Community Rebuilding in Conflict-Affected Countries
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ホームページ

平和構築/ガバナンス

紛争影響国　（紛争経験国及び紛争中（局地紛争を含む）の国）対象国の条件：

副分野課題：

紛争影響国における地域社会の再建を通じた平和構築の取り組みと、その中での地方行政・コミュニティの果たすべき役割を理解する。参
考として、日本の地域開発、地方自治制度、戦災や自然災害からの復興経験を紹介する。また、参加国の行政官同士が地方行政にかかる課
題や知見を共有する。
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